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パブリックコメントに関する変更・修正箇所一覧 

 

 丹波市過疎地域持続的発展計画について、パブリックコメントの意見を踏まえて、下表のとおり変更及び修正を行う。 

 

パブリックコメントの実施状況 

（１）意見の募集期間 

  令和４年７月 27 日（水）～令和４年８月９日（火） 

（２）意見の応募者数及び件数 

  応募者９名、件数 39 件（うち、１名公表なし。） 

 

旧（パブリックコメント前） 新（パブリックコメント後） 

３頁中 

第１章 基本的な事項  

１ 過疎地域の概況 

（1）自然的・歴史的・社会的・経済的諸条件 

 ア 自然的条件 

（略） 

《山南地域》 

山南地域は、本市の南部に位置し、南には妙見山があり、篠山川沿いに開けた地域である。 

 

３頁中 

第１章 基本的な事項  
１ 過疎地域の概況 

（1）自然的・歴史的・社会的・経済的諸条件 

ア 自然的条件 

（略） 

《山南地域》 

山南地域は、本市の南部に位置し、東西に長い地形である。東側は篠山川沿いに開いてお

り、西側は加古川を挟み播磨地域につづき、南側には妙見山がある。 

 

５頁中 

エ 経済的条件 

（略） 

《山南地域》 

山南地域は、古くから、地域独自の産業としてトウキやセネガなど薬草の栽培、花卉・若

松など園芸作物の栽培、釣り具の製作などが盛んな地域であり、令和２年にユネスコ無形文

化遺産に登録された「檜皮葺」の職人や事業所の集積地である。 

 

 

５頁中 

エ 経済的条件 

（略） 

《山南地域》 

山南地域は、古くから、地域独自の産業としてトウキやセネガなどの薬草が栽培され、「薬

草薬樹公園」を拠点に漢方の里として知られている。また、花卉・若松など園芸作物の栽培、

釣り具の製作などが盛んな地域であり、令和２年にユネスコ無形文化遺産に登録された「檜

皮葺」の職人や事業所の集積地である。 

 

６頁中 

（3）社会経済的発展の方向性 

（略） 

※コワーキングスペース 

不特定多数の者がテレワークにより働くことができるオープンなスペース。  

※ICT 

Information & Communications Technology の略。情報通信技術。 

 

６頁中 

（3）社会経済的発展の方向性 

（略） 

※コワーキングスペース 

不特定多数の者がテレワークにより働くことができるオープンなスペース 

※ICT 

情報通信技術（Information & Communications Technology の略） 

別紙 
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旧（パブリックコメント前） 新（パブリックコメント後） 

20 頁中 

ウ 過疎地域持続的発展の基本方針 

（略） 

※地域循環共生圏（ローカル SDGs） 

「地域循環共生圏」とは、第五次環境基本計画において国が提唱し、各地域が美しい自然

景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応 

20 頁中 

ウ 過疎地域持続的発展の基本方針 

（略） 

※地域循環共生圏（ローカル SDGs） 

「地域循環共生圏」とは、第五次環境基本計画において国が提唱し、各地域が美しい自然

景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応 

じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え

方。 

じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え

方 

 

20 頁中 

エ 重点的に取り組む施策方針 

（略） 

産業・地域の振興 

（略） 

・複合的な機能を持つ総合運動公園の整備 

 

20 頁中 

エ 重点的に取り組む施策方針 

（略） 

産業・地域の振興 

（略） 

・和田中学校跡地と薬草薬樹公園に複合的な機能を持つ総合運動公園の整備 

 

20～21 頁中 

５ 地域の持続的発展に関する基本目標 

（略） 

指標 単位 R２ R７ 備考 

0～64 歳の人口割合 ％ 61 63 市人口ビジョン数値を参考に設定 

相談窓口を利用して移住した世帯数 

 市全域 世帯 50 - 市総合計画数値（R６目標値は 30 世帯） 

 青垣地域 世帯 10 10 市総合計画数値を参考に設定 

 山南地域 世帯 7 7 市総合計画数値を参考に設定 

観光入込客数 万人 27 46 市全体の目標数値を参考に設定 
 

 

20～21 頁中 

５ 地域の持続的発展に関する基本目標 

（略） 

指標 単位 R２ R７ 備考 

0～64 歳の人口割合 ％ 61 63 
市人口ビジョン数値を参考に青垣・山南

地域の数値を設定 

相談窓口を利用して移住した世帯数 

 市全域 世帯 50 - 市総合計画数値（R６目標値は 30 世帯） 

 青垣地域 世帯 10 10 市総合計画数値を参考に設定 

 山南地域 世帯 7 7 市総合計画数値を参考に設定 

観光入込客数 万人 27 46 
市総合計画数値を参考に青垣・山南地域

の数値を設定 
 

 

45 頁中 

第６章 生活環境の整備 

（1）現況と問題点 

（略） 

イ 生活排水処理施設 

（略） 

（追加） 

 

45 頁中 

第６章 生活環境の整備 

（1）現況と問題点 

（略） 

イ 生活排水処理施設 

（略） 

なお、山南地域においても一部浄化槽推進区域が存在するため、青垣地域と同様に適正な 
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旧（パブリックコメント前） 新（パブリックコメント後） 

 維持管理の向上を図る必要がある。 

 

55 頁中 

第８章 医療の確保 

（1）現況と問題点  

（略） 

山南地域では、内科・外科・心療内科の医院がそれぞれ１施設と訪問看護ステーションが

１施設ある。丹波圏域の中核病院である県立丹波医療センターや隣接する西脇市にある医療

法人大山記念病院と連携することで、地域の医療体制が確保されている。 

 

 

55 頁中 

第８章 医療の確保 

（1）現況と問題点  

（略） 

山南地域では、内科・外科・心療内科の医院がそれぞれ１施設と訪問看護ステーションが

１施設ある。医師の高齢化等により、和田地区と小川地区にあった医院が閉院となり、現在、

両地区には医院がない状況である。丹波圏域の中核病院である県立丹波医療センターや山南

地域と隣接する西脇市にある医療法人大山記念病院と連携することで、地域の医療体制が確

保されている。 

 

58 頁中 

第９章 教育の振興 

（1）現況と問題点  

（略） 

（追加） 

 

58 頁中 

第９章 教育の振興 

（1）現況と問題点  

（略） 

※GIGA スクール構想 

 GIGA スクール構想とは、令和元年 12 月に文部科学省が発表した教育改革案のことで、子

どもたち一人ひとりに個別最適化され、創造性を育む教育における ICT 環境の実現を目的と

する構想 

 

59 頁中 

（2）その対策 

（略） 

イ 社会教育 

①社会教育の充実 

（略） 

（追加） 

 

 

②地域リーダーの育成 

（略） 

（追加） 

 

59 頁中 

（2）その対策 

（略） 

イ 社会教育 

①社会教育の充実 

（略） 

・学びや協働のコーディネーターの育成・配置 

・地域資源を活かした学習機会の提供 

 

②社会教育を通じた地域の人材育成 

（略） 

・自治協議会拠点施設や自治公民館などを活用した社会教育の実施 

 

63 頁中 

第 11 章 地域文化の振興等 

63 頁中 

第 11 章 地域文化の振興等 
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旧（パブリックコメント前） 新（パブリックコメント後） 

（1）現況と問題点 

（略） 

山南地域には、国登録有形文化財の「旧上久下村営上滝発電所記念館」、国指定文化財の「高

座神社本殿」や「旧友井家住宅」、多くの文化財を有する「石龕寺」や「慧日寺」、「常勝寺」、

市指定無形民俗文化財の「常勝寺追儺式鬼こそ」、「青田大歳神社の神楽舞」や「応地の蛇な 

い」、城跡などの文化財がある。 

（1）現況と問題点 

（略） 

山南地域には、国登録有形文化財の「旧上久下村営上滝発電所」、国指定文化財の「高座神

社本殿」や「旧友井家住宅」、県指定文化財の「岩尾城跡」、多くの文化財を有する「石龕寺」

や「慧日寺」、「常勝寺」、市指定無形民俗文化財の「常勝寺追儺式鬼こそ」や「青田大歳神社 

の神楽舞」、「応地の蛇ない」などの文化財がある。 

 

64 頁中 

（2）その対策 

①文化財の保全に向けた活動支援 

（追加） 

 

64 頁中 

（2）その対策 

①文化財の保全に向けた活動支援 

・「岩尾城跡」の保存整備 

 

過疎地域持続的発展特別事業一覧（事業計画 令和３年度～令和７年度） 

73 頁中 

持続的発展施策区分 
事業名 

（施設名） 
事業内容 

事業 

主体 

備考 

（事業効果が将来持続的に及

ぶ説明等） 

2 産業の振興 第 1次産業 （略） 

GAP 認証推進事

業 

（略） 

市 

（略） 

適正かつ安全な農業生産の実

現と農家所得を向上させるた

め、GAP 認証を推進すること

で、農業の振興を図る。事業

効果は将来持続的に及ぶもの

である。 

  

 

過疎地域持続的発展特別事業一覧（事業計画 令和３年度～令和７年度） 

73 頁中 

持続的発展施策区分 
事業名 

（施設名） 
事業内容 

事業 

主体 

備考 

（事業効果が将来持続的に及

ぶ説明等） 

2 産業の振興 第 1次産業 （略） 

GAP 認証推進事

業 

（略） 

市 

（略） 

適正かつ安全な農業生産の実

現と農家所得を向上させるた

め、GAP（農業生産工程管理）

認証を推進することで、農業

の振興を図る。事業効果は将

来持続的に及ぶものである。 
 

 


